2008年度「労働法」（水町）

第21回　団体交渉と労働協約（text305-321）
１　団体交渉
1.1　基本原則

　　○複数組合主義
　　○中立保持義務　→不利益取扱い、支配介入（労組法7条1号、3号）

　　　　原則：同一時期・同一条件・同一方法
　　　　例外：①組織力・交渉力の差に応じた合理的な対応
　　　　　　　　＃123

　　　　　　　②さし違え条件

　　　　　　　　＃124

1.2 団体交渉義務の内容

1.2.1　対象事項

　　○労働条件その他の労働者の待遇

　　○労使関係の運営に関する事項

　　　←労組法の趣旨・目的（1条）

1.2.2 態様

　　○誠実団交義務

　　　＃118、＃120

1.2.3　団交拒否の救済方法
　　○労働委員会による救済

　　　　・不当労働行為救済命令（労組法27条以下）

　　　　・労働争議の調整（労働関係調整法6条、10条以下）

　　○裁判所による救済

　　　　・団体交渉を求める地位の確認

　　　　・不法行為損害賠償請求

　
２　労働協約
2.1　労働協約の意義
　　○規範的効力（労組法16条）
　　○要式性（労組法14条）
2.2　労働協約の規範的効力

2.2.1　規範的効力の及ぶ範囲

　　○内容的範囲

　　○人的範囲
2.2.2　規範的効力と労働条件の決定・変更

　　○有利原則

　　　　・ドイツ　：否定
　　　　・アメリカ：肯定

　　　　・日本では？

　　○労働条件の不利益変更

　　　　・否定説（労組法2条参照）
　　　　・判例

　　　　　＃101・・・原則と例外

探究　労働協約による労働条件の不利益変更に対し、裁判所は、例外的にではあれ、労働組合の決定に介入し、組合の協約締結権限を否定している。このような裁判所の態度は妥当か？
　　○労働協約の拡張適用（一般的拘束力）

　　　　・労組法17条の趣旨
　　　　・「同種の労働者」とは？

　　　　・他組合員にも及ぶか？

　　　　・拡張適用によって不利益変更を及ぼすことができるか？

　　　　　＃102

2.3　労働協約の債務的効力

　　○債務が履行されない場合の効果：損害賠償請求、履行請求
　　○債務的部分の内容

　　○平和義務
2.4　労働協約の終了

　　○労働協約の期間と解約（労組法15条）
　　　　・労働協約の一部解約の可否
　　○労働協約終了後の労働契約の内容

　　　＃103
PAGE  
1

